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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第６期中の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものです。 

  

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 594,504 597,759 578,163 1,192,649 1,179,696

経常利益 (百万円) 21,519 32,696 31,175 50,665 62,801

中間(当期)純利益 (百万円) 8,518 10,384 3,476 24,258 24,350

純資産額 (百万円) 413,500 432,838 436,942 429,621 442,876

総資産額 (百万円) 1,648,699 1,595,848 1,508,502 1,637,366 1,529,975

１株当たり純資産額 (円) 379,226.37 395,339.21 409,526.80 392,140.80 404,369.11

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 7,812.06 9,484.27 3,190.50 22,025.22 21,996.96

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 7,499.71 9,103.25 3,073.59 21,132.64 21,107.50

自己資本比率 (％) 25.08 27.12 28.97 26.24 28.95

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 29,240 43,982 55,251 87,089 108,195

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △44,375 △9,176 △19,295 △72,664 △26,062

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,297 △41,788 △39,177 △28,830 △86,009

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 23,458 14,751 15,218 21,624 18,181

従業員数 (名) 16,104 14,154 13,522 14,987 13,774



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 (注) 営業収益には、消費税等は含まれていません。 

  

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

営業収益 (百万円) 5,085 5,220 5,540 10,424 11,362

経常利益 (百万円) 4,364 4,511 5,032 8,914 9,945

中間(当期)純利益 (百万円) 4,316 4,155 4,751 8,397 8,861

資本金 (百万円) 55,730 55,730 55,730 55,730 55,730

発行済株式総数 (株) 1,105,235.63 1,105,235.63 1,105,235.63 1,105,235.63 1,105,235.63

純資産額 (百万円) 413,430 415,152 404,321 415,525 415,344

総資産額 (百万円) 814,371 981,202 659,654 939,500 972,689

１株当たり純資産額 (円) 378,902.46 379,053.69 378,816.88 379,285.17 379,283.35

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 3,955.59 3,794.00 4,359.68 7,630.73 8,046.48

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 3,806.14 3,652.30 4,193.42 7,344.99 7,743.78

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 4,000 4,000 4,000 8,000 8,000

自己資本比率 (％) 50.77 42.31 61.29 44.23 42.70

従業員数 (名) 7 4 5 8 4



２ 【事業の内容】 

当社グループは、中間連結財務諸表提出会社(以下当社)、子会社151社及び関連会社51社で構成され、紙・パルプの

製造販売を主な事業内容とし、さらに紙関連事業、木材・建材・土木関連事業及び飲料、運送業、レジャー事業等の

その他の事業を行っています。 

当中間連結会計期間における、主要な関係会社の異動は次のとおりです。 

  

 (紙・パルプ事業) 

大昭和インターナショナル㈱は平成17年５月24日、会社清算により連結の範囲から除外しています。 

  

 (紙関連事業) 

事業内容の重要な変更及び主要な関係会社の異動はありません。 

  

 (木材・建材・土木関連事業) 

事業内容の重要な変更及び主要な関係会社の異動はありません。 

  

 (その他の事業) 

事業内容の重要な変更及び主要な関係会社の異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社を連結子会社の範囲から除外しました。 

  

(注) １ 記載事項は平成17年３月末時点の状況です。 

 ２ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数です。 

※３ 平成17年５月24日に会社清算いたしました。 

  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 

役員の
兼任等

資金 
援助 

営業上 
の取引 

           

大昭和インター 
ナショナル㈱ ※３ 

静岡県富士市 7,150 紙・パルプ事業
89.58
(89.58)

― 無 ― 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、また臨時従業員の総数については従業員数の100分の10未満のため記載を省略しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員は就業人員です。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には労働組合はありません。なお、当社グループ(当社及び連結子会社)では、大半の連結子会社において労

働組合が結成されています。また、労働組合の有無にかかわらず労使関係は円満で、特記すべき事項はありませ

ん。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

紙・パルプ事業 8,475 

紙関連事業 1,737 

木材・建材・土木関連事業 1,173 

その他の事業 1,914 

全社(共通) 223 

合計 13,522 

従業員数(名) 5 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善、設備投資増加などにより、緩やかな回復基調が続きまし

た。 

洋紙業界におきましては、昨年の五輪や参議院選挙関連需要の反動はあったものの、景気回復や９月の衆議院選

挙関連需要などに支えられて平成17年度上期の紙の国内出荷高は前年同期比0.4％程度の増加となりました。また、

板紙業界におきましては、飲料向け・青果物向け出荷が比較的堅調に推移し、板紙の国内出荷高は前年同期並みと

なりました。 

一方、当社グループを取り巻く事業環境は、原油価格の高騰が続いたことに加え、チップ・薬品・石炭など原材

料価格の上昇が収益を大きく圧迫しました。こうした状況のもと、第１次中期計画強化対策として掲げた「比例費

の削減」「総労務費の削減」「洋紙営業体制の強化」をグループ一丸となって強力に推進し、企業体質の強化とコ

ストダウンによる利益捻出に努めてまいりましたが、想定を上回る原材料価格高騰により、当中間連結会計期間の

業績は、以下のとおりとなりました。 

  

     連結売上高   578,163百万円（前年同期比  3.3％減収） 

     連結営業利益   30,640百万円（前年同期比 10.9％減益） 

     連結経常利益   31,175百万円（前年同期比  4.7％減益） 

     連結中間純利益  3,476百万円（前年同期比 66.5％減益） 

  

事業の種類別セグメントの状況は、次の通りです。 

  

（紙・パルプ事業） 

洋紙のうち、新聞用紙の国内販売数量はほぼ前年同期並みとなりました。一般洋紙は、景気回復を背景にチラ

シ・カタログ等の商業印刷向けの需要が堅調に推移し、拡販に努めた結果、塗工紙・情報用紙を中心に国内販売量

は前年同期を上回りました。国内販売価格は、ほぼ前年同期並みとなりました。板紙は、青果物などの出荷が堅調

に推移し、国内販売数量はほぼ前年同期並みに推移しました。家庭紙は、販売競争激化による市況低迷が続くな

か、労務費削減を柱とする収益基盤強化策に取り組みました。 

こうした状況のもと、原材料価格高騰によるコストアップを吸収するため収益改善に努めましたが、紙・パルプ

事業の連結業績は以下の通りとなりました。 

なお、前連結会計年度の年度決算より電気供給事業の区分を「紙・パルプ事業」から「その他の事業」へ変更し

ていますので、前年同期比は前中間連結会計期間を組み替えて表示しています。 

  

     連結売上高   424,567百万円（前年同期比  3.7％減収） 

     連結営業利益   22,290百万円（前年同期比  8.8％減益） 

  



（紙関連事業） 

「ピュアパック」に代表される液体用紙容器は、昨年ほど好天に恵まれなかったことに加え、充填機販売のずれ

込みなどもあり減収となりました。溶解パルプは、レーヨン向け販売が国内・輸出とも堅調に推移しました。こう

した状況のもと、原材料価格高騰によるコストアップに対処するため収益改善に努めましたが、紙関連事業の連結

業績は以下の通りとなりました。 

  

     連結売上高   62,960百万円（前年同期比  2.3％減収） 

     連結営業利益   3,951百万円（前年同期比 17.5％減益） 

  

（木材・建材・土木関連事業） 

木材・建材・土木関連事業は、新設木材住宅着工数の減少、競争激化による市況低迷が続き、減収、減益となり

ました。 

  

     連結売上高   45,411百万円（前年同期比  6.0％減収） 

     連結営業利益    977百万円（前年同期比 14.3％減益） 

  

（その他の事業） 

清涼飲料事業は、競争激化による売上高減少に加え、販売促進費増などにより減益となりました。 電気供給事業

は、昨年10月からの日本製紙㈱の営業運転開始により増収となりました。運送業、レジャー業、印刷業、ホテル業

については堅調に推移しました。 

  

     連結売上高   45,223百万円（前年同期比  2.4％増収） 

     連結営業利益   3,420百万円（前年同期比 15.3％減益） 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、15,218百万円となり、前連結会

計年度末に比べ2,963百万円（16.3％）減少しました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得た資金は55,251百万円となり、前中間連結会計期間に比べ11,268百万円（前年同期比25.6％）

増加しました。 

主な内訳は税金等調整前中間純利益13,382百万円（同44.5％減）、減価償却費34,922百万円（同4.7％減）、売上

債権の増減額による収入7,706百万円（前中間連結会計期間は3,746百万円の支出）によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は19,295百万円となり、前中間連結会計期間に比べ10,118百万円（前年同期比

110.3％）増加しました。 

主な内訳は固定資産の取得による支出24,800百万円（同10.1％減）、固定資産の売却による収入3,467百万円（同

76.0％減、前中間連結会計期間は14,419百万円の収入）によるものです。 

  



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は39,177百万円となり、前中間連結会計期間に比べ2,610百万円（前年同期比

6.2％）減少しました。 

主な内訳は有利子負債の減少23,267百万円（同37.4％減）、自己株式の取得による支出11,360百万円によるもの

です。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

(注) １ パルプについては、グループ内消費分は除いています。 

２ 紙関連事業は品種等が多岐にわたり、数量表示が困難であるため、各生産高に平均販売価格を乗じた金額のみを表示して

います。また、この金額には、消費税等は含まれていません。 

３ 木材・建材・土木関連事業、その他の事業は、生産高が僅少であるため、記載を省略しています。 

４ 従来、板紙と家庭紙を合算して表示していましたが、生産規模を明確化するため、当中間連結会計期間より区分しまし

た。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは主として需要と現有設備を勘案した見込生産のため、記載を省略しました。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しています。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満であるため、記載を省略しました。 

３ 本表の金額には消費税等は含まれていません。 

４ 前連結会計年度の年度決算より電気供給事業の区分を「紙・パルプ事業」から「その他の事業」へ変更しておりますの

で、前年同期比は前中間連結会計期間を組み替えて表示しています。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前年同期比(％)

  紙・パルプ事業 数量(ｔ) 3,955,495 0.3

  洋  紙 数量(ｔ) 2,806,070 0.8

  板  紙 数量(ｔ) 963,869 △0.6

  家 庭 紙 数量(ｔ) 95,739 △2.2

  パ ル プ 数量(ｔ) 89,817 △0.6

  紙関連事業 金額(百万円) 47,975 △4.4

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前年同期比(％) 

紙・パルプ事業 金額(百万円) 424,567 △3.7 

紙関連事業 金額(百万円) 62,960 △2.3 

木材・建材・土木関連事業 金額(百万円) 45,411 △6.0 

その他の事業 金額(百万円) 45,223 2.4 

合計 金額(百万円) 578,163 △3.3 



３ 【対処すべき課題】 

(1) グループ再編後の事業の効率化の完遂 

当社グループは、平成13年の事業統合、平成15年のグループ事業別再編と、大きな事業構造の変革を経てまいりま

した。こうしたなか、平成15年のグループ再編と同時に、３か年計画である「第１次中期経営計画」をスタートさ

せ、事業の徹底した効率化を進めてまいりました。 

「第１次中期経営計画」の最終年度にあたる平成17年度は、予想以上の原燃料価格の高騰などの影響により、収益

については当初の目標を下回る見込みですが、予定した体質強化については概ね実現できる見通しです。平成17年度

は計画の諸施策の完遂と、その他の収益改善策の推進に取り組んでまいります。 

主な課題について取り組み状況は以下のとおりです。 

  

① 生産体制の再構築 

国内生産体制の再構築については、設備停機を含め計画を前倒しで実施してまいりました。予定した諸施策は

概ね完了し、引き続き一層の生産効率化を検討してまいります。 

  

② 総労務費の削減 

生産体制効率化による大幅な要員合理化効果の早期発現を図るため、早期退職優遇措置、関係会社早期転籍の

促進措置を講じるなど、大幅な労務費削減効果を実現してまいりました。引き続き、総労務費削減を検討、推進

してまいります。 

  

③ 有利子負債の削減 

設備投資の厳選、資産売却など、資産の効率化を進め、有利子負債の圧縮を図ってまいりました。 

  

④ 化石燃料の使用量削減 

燃料価格の高騰は、収益面で大きな負担増となっております。こうした状況は、中国等の経済成長を背景に長

期的に継続することが予想されます。 

当社グループは、従来から、燃料転換、省エネルギー対策など、化石燃料の使用量削減に積極的に取り組んで

まいりましたが、今後も、二酸化炭素の排出量削減、コスト抑制の両面から、化石燃料使用量の削減をさらに推

進してまいります。 

  

（その他主要事業の強化） 

⑤ 板紙事業の強化 

販売価格の維持、および、生産効率向上、原単位の改善および省力化工事の効果発現などコストダウンの推進

により収益の確保を図ってまいります。 

また、本年10月にグループ段ボール会社である日板パッケージ㈱と、トーカンパッケージングシステム㈱との

合併を実施し、川下分野の基盤強化を図りました。今後、新会社（日本トーカンパッケージ㈱）の合併効果の早

期発現など、段ボール部門の一層の強化を進めてまいります。 

  



⑥ 家庭紙事業の収益改善 

家庭紙事業は、平成16年秋からの製品価格の著しい下落などにより業績は低迷しております。生産効率化や拡

販に努めるとともに、人員合理化を柱とする収益基盤強化策の早期完遂に全力で取り組んでまいります。 

  

(2) 中長期的な成長戦略の推進 

「第１次中期経営計画」の完遂により基礎的な経営基盤の整備を完了し、平成18年度以降、当社グループは「成

長」へと転換を図ってまいります。 

世界的にみて製紙産業はなおビジネスチャンスが広がる成長産業です。当社グループは、近隣に大きく成長するア

ジア市場と、深耕による利益拡大がなお期待できる高度化した国内市場を併せ持つ、日本という有利な立地にありま

す。 

当社グループは、今後も紙事業をコアとして、持てる経営資源をフルに活用し、厳しさを増す国際競争を勝ち抜く

とともに、グループの成長を実現し、株主価値の持続的拡大を追求してまいります。 

こうした考え方に基づき、本年４月、今後10か年を展望した「グループビジョン2015」を策定しました。今後、当

社グループはこのビジョンに基づき、『企業価値の持続的成長を果たし、2015年において、名実ともに世界の紙パル

プ企業トップ５にランクされる企業グループとなる』ことを目指してまいります。 

企業価値の持続的成長のために 

・国内紙事業および紙周辺事業の高収益体制の確立 

・海外市場への積極的進出 

・Ｍ＆Ａも視野に入れた積極的成長戦略の展開 

・豊かな暮らしと地球環境の両立を支える企業活動 

を推進し、「安定と成長の両立」を図ってまいります。 

  

第一歩として、平成18年４月から、ビジョン実現に向けた最初の中期計画となる「第２次中期経営計画」をスター

トさせます。この中で、今後３年間における、目標、課題、重要施策などを定め、その実現に取り組んでいくことに

なります。現在、グループをあげて具体的な検討作業を進めており、今年度中に計画のとりまとめを行ないます。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、主として東京都北区にある日本製紙㈱研究開発本部の３研究所(技術研究所、商品研究

所、森林科学研究所)が中心となって、原材料から製品まで一貫した研究を行い、市場ニーズに即応した新商品の開

発、品質向上と徹底したコストダウン、さらに次世代に向けた新技術の開発など、幅広い活動を展開しています。ま

た、日本製紙㈱を中心に、紙・板紙事業各社と密接に連携することで、グループとしての研究開発体制を構築してお

り、共同研究等により成果があがっておりますが、今後も当社グループとして開発力をいっそう強めて行きます。 

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は、34億89百万円(人件費含む)であり、各事業部門別の研

究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次の通りです。 

  

(1) 紙・パルプ事業 

当事業に係わる研究開発費は25億89百万円で、次のような成果をあげております。 

① 製紙用チップの安定確保のため、原料となるユーカリの精英樹クローン増殖・植林と、安全性と信頼性に配慮

した独自の遺伝子導入についての研究を行い、画期的な自社技術を保有しています。クローン技術を用いた研究

では、海外自社林から選抜した成長性の優れた精英樹クローン苗の試験植林は約７万本に達しており、５年経過

時点で実生木に比較して約1.6倍の材積で順調に生育しています。また、遺伝子導入技術を用いた環境ストレス耐

性樹木や高収率チップ材などの開発を進めており、耐塩性ユーカリは、日本初となる野外試験の認可申請を行っ

ております。これらバイオ関連技術は高い評価を頂いており、いくつかの政府関連プロジェクトへ参画し、スギ

花粉症緩和米の実用化や二酸化炭素大規模固定化技術開発等の共同研究をしています。一例として「平成17年度

地球環境産業技術機構(ＲＩＴＥ)の森」30ヘクタール(豪州)に2.4万本のクローン苗植林を実施しました。 

② 新聞用紙分野では、ユーザーのご要望にお応えして、中性抄紙化、古紙高配合、自製炭酸カルシウムの使用に

よりカラー面の裏抜けが少なく、広告媒体としての価値を向上させた次世代高品質新聞用紙の実用化を進めてい

ます。平成18年６月までに全工場移行の予定で、切替は順調に進行中です。 

③ 商品開発については、今期も市場ニーズに即応した新製品群を生み出しています。印刷用紙分野では、業界に

先駆けて開発した嵩高紙のラインアップの充実に努めました。６月販売開始の「ペガサスブラネール」は中質微

塗工紙として最高峰の白さを誇り、７月販売開始の「オペラクリームマックス」は上質書籍用紙で最も低密度を

実現、９月販売開始の「ペガサスＵ－７(ユーセブン)」はマット調中質微塗工紙において、17％もの軽量化・省

資源を達成しました。この他にも、高い白色度と不透明性を持ち高い印刷再現性を保ちつつ、今までにない低坪

量化を実現した嵩高上質コート紙「アルティマックス・リベロ」を９月に上市しました。情報用紙分野では、イ

ンクジェット用紙で、マット調、光沢タイプ用インクジェット用紙の品質改良を進め、ハンディーターミナル用

感熱紙では耐候性、高精細などのユーザー要望にお応えした用紙を開発し販売を開始しました。また、耐水紙オ

ーパーではＬＢＰ(レーザービームプリンター)対応の「オーパーＭＤＰ」から３つの新製品を発売し、環境対

応、ローコストという特徴を活かし、多様なシーンへの耐水紙の利用が可能となりました。成型用紙では、画期

的な伸びる紙「ウェイビーウェイビー」を、ＰＯＰ印刷用途、食品包装用途の他にもその特徴を生かし、新規分

野である製袋用への展開を進めています。 

  



(2) 紙関連事業 

主に日本紙パック㈱が中心となって液体用紙容器の研究開発を行い、また、主に日本製紙ケミカル㈱と㈱フローリ

ックが中心となって各種化成品の研究開発を行っています。当事業に係る研究開発費は８億42百万円です。 

紙容器の分野では環境問題と衛生性に配慮した製品開発を主要課題として研究開発に取り組んでおります。 

ノンアルミフジシステム(脱アルミ レンガ型アセプティック充填容器)に関しましては、新しいタイプの脱アルミ

容器として開発テストを推進しております。ピュアパックに関しましては、２種類のノンアルミバリアーカートンと

共に新しい形状デザインを持つ新容器を開発し、上市しました。また、高能力の新しい充填機を四国化工機と共同で

開発中であり、早期の上市を目指しております。紙製ＣＤ・ＤＶＤケース(ＤＢＳ：ディスクボックススライダー)事

業に関しましては、ゲームソフトの拡販用途にて採用されるなど、環境対応型商品として業界への認知が見られ始め

ており、更なる拡販活動を展開しております。また、伸びる紙モールドペーパーを使用した新しい液体紙容器の開発

では、スタンディングパウチ容器を開発し、市場調査を開始いたしました。 

化成品の分野につきましては、水系塩素化ポリプロピレンが自動車塗料用途に採用され、新規製造設備で本格生産

を開始しました。また、コク味増強効果の高い酵母エキス、水膨潤性の特殊ＣＭＣ(カルボキシメチルセルロース)な

ど新製品を開発し、上市しました。 

機能材料の分野ではフラットパネルディスプレーに使用される各種光学フィルム、転写フィルム、バックライト用

拡散フィルムの開発を行いました。 

  

(3) 木材・建材・土木関連事業 

主に㈱パルが中心となって有害化学物質の使用禁止・削減、廃棄物の削減と有効利用、省エネを念頭に住宅などの

室内環境に適した商品開発、資源の有効活用・廃棄物の低減、地球温暖化防止、二酸化炭素排出量削減の指針に沿っ

た間伐材の利用などの研究開発・製造技術開発活動を行っています。 

当事業に係る研究開発費は58百万円です。 

  

(4) その他の事業 

該当事項はありません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 設備の新設 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりです。 

  

  

(2) 設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりです。 

  

  

(3) 設備の除却 

該当事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 所在地 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
投資予定金額(百万円)

資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完了後の
増加能力 

総額 既支払額 着手 完了 

日本製紙㈱
岩国工場 

山口県 
岩国市 紙・パルプ バイオマスボイラー 

設備設置工事 8,950 201
主として
自己資金 

平成17年 
5月 

平成20年 
2月 ― 

日本製紙㈱
富士工場 

静岡県 
富士市 紙・パルプ バイオマスボイラー 

設備設置工事 6,400 1
主として
自己資金 

平成17年 
4月 

平成19年 
10月 ― 

日本製紙㈱
石巻工場 

宮城県 
石巻市 紙・パルプ 7M/C-1C/R品質対策及び

ドライブ更新 3,430 0
主として
自己資金 

平成17年 
8月 

平成18年 
9月 ― 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 投資額(百万円) 完了年月 
完了後の

増加能力 

日本製紙㈱石

巻工場 
宮城県 
石巻市 紙・パルプ 

N5M/C嵩高紙抄造及び品

質対策工事 
3,550 平成17年9月 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在(平成17年12月16日現在)の発行数には、平成17年12月１日から12月16日までの間に転換社債の転換により増加し

た株数は含まれていません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

第１回無担保転換社債(平成13年４月24日発行) 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 3,000,000

計 3,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 1,105,235.63 1,105,235.63
東京(第一部)、
大阪(第一部)、 
名古屋(第一部) 

― 

計 1,105,235.63 1,105,235.63 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 31,000 31,000

転換価格(円) 645,000 645,000

資本組入額(円) 322,500 322,500



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記の日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)

の所有株式数については、信託業務に係る株式数を記載しています。 

   ２ 当社は自己株式を37,908.89株(3.43%)保有していますが、上記大株主からは除外しています。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 1,105,235.63 ― 55,730 ― 312,968

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 105,552.00 9.55

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 72,401.00 6.55

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 33,598.03 3.04

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 31,314.24 2.83

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番３号 22,589.00 2.04

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 21,467.31 1.94

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン (常
任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務室) 

東京都中央区日本橋兜町６番７号 20,535.00 1.86

大王製紙株式会社 愛媛県四国中央市三島紙屋町２番60号 20,409.11 1.85

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 19,938.46 1.81

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 17,000.65 1.54

計 ― 364,804.80 33.01



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 端株には、次の自己株式等が含まれています。 

※他人（日本製紙取引先持株会）名義分の端株数が0.24株含まれています。 

２ 完全議決権株式(その他)および端株には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ19株(議決権19個)および0.72株含まれ

ています。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式  37,908 

― ― 
(相互保有株式) 
普通株式  1,128 

完全議決権株式(その他)(注)２ 普通株式1,057,660 1,057,660 ― 

端株 (注)１．２ 普通株式 8,539.63 ― ― 

発行済株式総数 1,105,235.63 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,057,660 ― 

㈱日本製紙グループ本社 0.89株 北海道曹達㈱ 0.50株 

吉川紙商事㈱ 0.84 ㈱大昭和加工紙業 0.29 

大和輸送㈱※ 0.84 千代田スバック㈱ 0.29 

リンテック㈱ 0.50 北上製紙㈱ 0.22 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高、最低株価は株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日以後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式 
数(株) 

所有株式
数の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱日本製紙グループ本社 

  
東京都千代田区有楽町 
１―12―１ 

37,908 0 37,908 3.43

(相互保有株式) 
㈱大昭和加工紙業 
  

  
静岡県富士市今泉 
３―16―13 

729 0 729 0.07

リンテック㈱ 東京都板橋区本町23―23 175 0 175 0.02

吉川紙商事㈱ 
東京都中央区京橋 
１―12―５ 

87 0 87 0.01

北海道曹達㈱ 
北海道苫小牧市字沼ノ端
134―122 

52 0 52 0.00

日本通信紙㈱ 
東京都台東区池之端 
１―６―13 

50 0 50 0.00

千代田スバック㈱ 東京都港区芝浦４―３―４ 11 0 11 0.00

北上製紙㈱ 岩手県一関市旭町10―１ 11 0 11 0.00

明和産業㈲ 熊本県八代市十条町１―１ 11 0 11 0.00

大和輸送㈱ 
北海道白老郡白老町 
日の出町１―２―12 

0 2 2 0.00

計 ― 39,034 2 39,036 3.53

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 494,000 459,000 435,000 416,000 420,000 438,000

最低(円) 434,000 405,000 398,000 383,000 393,000 405,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    14,930 15,373   18,349 

２ 受取手形及び売掛金    265,926 240,245   247,881 

３ 棚卸資産    137,295 140,069   131,834 

４ その他    60,006 43,161   47,112 

貸倒引当金    △1,711 △1,732   △1,999 

流動資産合計    476,448 29.9 437,117 29.0   443,177 29.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1        

(1) 建物及び構築物   455,555   451,098 450,839   

(2) 機械装置 
  及び運搬具   1,787,424   1,788,190 1,782,319   

(3) 土地   244,421   236,452 244,036   

(4) その他   106,057   98,140 94,493   

減価償却累計額   △1,724,087 869,371 △1,748,012 825,869 △1,728,343 843,346 

２ 無形固定資産          

(1) 連結調整勘定   28,383   25,820 27,596   

(2) その他   15,339 43,722 13,781 39,602 14,610 42,206 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※1 159,202   170,155 161,520   

(2) その他   100,672   84,815 91,336   

貸倒引当金   △53,647 206,227 △49,064 205,906 △51,621 201,235 

固定資産合計    1,119,321 70.1 1,071,377 71.0   1,086,788 71.0

Ⅲ 繰延資産    78 0.0 7 0.0   9 0.0

資産合計    1,595,848 100.0 1,508,502 100.0   1,529,975 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※1  133,939 131,018   127,542 

２ 短期借入金 ※1  325,828 285,488   352,578 

３ 一年以内償還予定 
  社債    26,500 31,000   56,000 

４ 未払金    93,172 71,526   69,104 

５ コマーシャル・ 
  ペーパー    84,000 85,500   66,000 

６ その他    31,970 31,692   32,260 

流動負債合計    695,410 43.6 636,225 42.2   703,486 46.0

Ⅱ 固定負債          

１ 社債    131,000 120,000   100,000 

２ 長期借入金 ※1  237,598 221,645   191,560 

３ 退職給付引当金    62,670 53,244   57,774 

４ 役員退職慰労引当金    1,878 1,599   2,263 

５ その他    11,114 16,006   8,367 

固定負債合計    444,262 27.8 412,497 27.3   359,966 23.5

負債合計    1,139,673 71.4 1,048,723 69.5   1,063,453 69.5

(少数株主持分)          

少数株主持分    23,337 1.5 22,837 1.5   23,644 1.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    55,730 3.5 55,730 3.7   55,730 3.6

Ⅱ 資本剰余金    252,447 15.8 252,440 16.7   252,443 16.5

Ⅲ 利益剰余金    124,067 7.8 132,499 8.8   133,653 8.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    12,749 0.8 17,240 1.2   13,181 0.9

Ⅴ 為替換算調整勘定    △6,534 △0.4 △3,872 △0.3   △6,382 △0.4

Ⅵ 自己株式    △5,622 △0.4 △17,095 △1.1   △5,749 △0.4

資本合計    432,838 27.1 436,942 29.0   442,876 28.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計    1,595,848 100.0 1,508,502 100.0   1,529,975 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    597,759 100.0 578,163 100.0   1,179,696 100.0

Ⅱ 売上原価    456,655 76.4 454,524 78.6   914,384 77.5

売上総利益    141,103 23.6 123,638 21.4   265,312 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 運賃諸掛   18,689   18,799 36,797   

２ 販売諸掛   40,653   29,155 69,224   

３ 給料及び手当 ※1,2 24,950   23,313 49,242   

４ その他 ※3 22,408 106,702 17.8 21,729 92,997 16.1 44,815 200,080 17.0

営業利益    34,401 5.8 30,640 5.3   65,231 5.5

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   233   241 467   

２ 受取配当金   1,491   1,513 2,005   

３ 賃貸料   903   817 1,786   
４ 持分法による 
  投資利益   990   661 1,993   

５ その他   1,682 5,301 0.9 2,790 6,024 1.0 3,869 10,122 0.9

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   4,625   3,653 8,669   

２ 賃貸設備費   803   760 1,600   

３ その他   1,577 7,006 1.2 1,075 5,489 0.9 2,283 12,553 1.1

経常利益    32,696 5.5 31,175 5.4   62,801 5.3

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※4 11,276   831 13,819   

２ 投資有価証券売却益   224   454 6,293   

３ 企業立地助成金   ―   365 ―   

４ その他   1,075 12,576 2.1 63 1,714 0.3 2,033 22,146 1.9

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※5 2,499   2,171 7,107   

２ 固定資産売却損 ※6 ―   ― 2,384   

３ 減損損失 ※7 ―   8,820 ―   

４ 貸倒引当金繰入額   4,387   111 8,978   

５ 特別退職金   5,113   5,627 6,134   

６ 事業再編損失 ※8 3,739   ― 4,997   

７ 投資有価証券売却損   3,326   ― 3,325   

８ 株式評価損   771   531 941   

９ その他   1,312 21,150 3.6 2,245 19,507 3.4 4,271 38,141 3.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益    24,122 4.0 13,382 2.3   46,805 4.0

法人税、住民税及び 
事業税   5,429   3,729 8,930   

法人税等調整額   7,225 12,655 2.1 5,587 9,316 1.6 12,154 21,084 1.8

少数株主利益    1,082 0.2 589 0.1   1,370 0.1

中間(当期)純利益    10,384 1.7 3,476 0.6   24,350 2.1

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   252,447 252,443   252,447

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益 0 0 ― ― ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高     

１ 自己株式処分差損 ― ― 3 3 3 3

Ⅳ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

  252,447 252,440   252,443

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   118,044 133,653   118,044

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 10,384 3,476 24,350 

２ 子会社の合併に伴う 
増加高 

178 ― 178 

３ 連結子会社減少による 
増加高 

44 10,607 ― 3,476 44 24,573

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 4,381 4,379 8,762 

２ 役員賞与 202 4,583 250 4,629 202 8,964

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

  124,067 132,499   133,653

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 24,122 13,382 46,805

減価償却費  36,637 34,922 74,971

減損損失  ― 8,820 ―

連結調整勘定償却額  1,012 1,002 2,028

貸倒引当金の増減額(減少△)  4,863 △349 9,107

退職給付引当金の減少額  △4,457 △4,569 △11,045
役員退職慰労引当金の 
増減額(減少△) 

 △284 △663 99

受取利息及び配当金  △1,724 △1,754 △2,473
支払利息  4,625 3,653 8,669
持分法による投資利益  △990 △661 △1,993

固定資産売却益  △11,276 △831 △13,819

固定資産売却損  ― ― 2,384

特別退職金  5,113 5,627 6,134

投資有価証券売却益  △224 △454 △6,293

投資有価証券売却損  3,326 ― 3,325

事業再編損失  3,739 ― 4,997

固定資産除却損  2,499 2,171 7,107

株式評価損  771 531 941

売上債権の増減額(増加△)  △3,746 7,706 13,869

棚卸資産の増減額(増加△)  △4,731 △8,104 895

仕入債務の増減額(減少△)  △2,601 3,396 △9,114

役員賞与の支払額  △219 △270 △219
その他  △866 3,060 △5,736

小計  55,586 66,615 130,645

利息及び配当金の受取額  1,850 1,841 2,724
利息の支払額  △4,564 △3,743 △8,591

特別退職金の支払額  △4,322 △5,613 △8,321

事業再編に係る費用の支払額  △1,242 △303 △2,951
法人税等の支払額  △3,324 △3,544 △5,308
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 43,982 55,251 108,195



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  △114 △114 △168

定期預金の払戻による収入  122 126 192

有価証券の売却による収入  31 10 31

固定資産の取得による支出  △27,589 △24,800 △56,672

固定資産の売却による収入  14,419 3,467 17,591
投資有価証券の取得による 
支出 

 △885 △561 △1,678

投資有価証券の売却による 
収入 

 704 984 10,050

連結の範囲の変更を伴う子
会社株式の売却による収入 

 3,230 ― 3,230

短期貸付金の減少額  5,233 254 4,624

長期貸付による支出  △6,185 △251 △6,385

長期貸付金の回収による収入  731 304 1,927
その他  1,124 1,285 1,193
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △9,176 △19,295 △26,062

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の減少額  △18,704 △27,045 △29,788

コマーシャル・ペーパーの 
増減額(減少△) 

 5,000 19,500 △13,000

長期借入れによる収入  26,200 26,000 45,200

長期借入金の返済による支出  △43,871 △35,960 △71,102

社債の発行による収入  30,000 20,000 30,000

社債の償還による支出  △35,000 △25,000 △36,500

     自己株式の取得による支出  ― △11,360 △262

   自己株式の売却による収入  ― 13 38

親会社による配当金の支払額  △4,377 △4,379 △8,762

少数株主への配当金の支払額  △164 △183 △292

ファイナンス・リース債務 
の返済による支出 

 △778 △762 △1,540

その他  △91 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △41,788 △39,177 △86,009

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △49 258 113

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △7,031 △2,963 △3,763

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  21,624 18,181 21,624

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び 
  現金同等物の減少額 

 △82 ― △82

Ⅷ 子会社の合併に伴う現金及び 
現金同等物の増加額 

 241 ― 403

Ⅸ 現金及び現金同等物中間期末 
  (期末)残高 

※１ 14,751 15,218 18,181

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(1) 連結子会社の数 47社 

  日本製紙㈱、日本大昭和板紙

㈱、㈱クレシア、大昭和北米コ

ーポレーション、サンミック商

事㈱、日本紙パック㈱、日本製

紙ケミカル㈱、日本製紙木材

㈱、四国コカ・コーラボトリン

グ㈱等 

  このうち、㈱旭川グランドホ

テルについては当中間連結会計

期間において新たに設立したこ

とにより連結子会社に含めるこ

ととしました。 

  また、当中間連結会計期間に

おいて大竹紙業㈱は保有株式を

売却したことにより、サンミッ

ク千代田㈱及び大昭和カナダは

合併により、㈱新陽については

会社清算したことにより、日本

健康管理㈱については重要性が

減少したことにより連結子会社

から除外しています。 

(1) 連結子会社の数 43社 

  日本製紙㈱、日本大昭和板紙

㈱、㈱クレシア、大昭和北米コ

ーポレーション、サンミック商

事㈱、日本紙パック㈱、日本製

紙ケミカル㈱、日本製紙木材

㈱、四国コカ・コーラボトリン

グ㈱等 

  前連結会計年度において連結

子会社であった大昭和インター

ナショナル㈱は会社清算に伴い

連結子会社から除外していま

す。 

(1) 連結子会社の数 44社 

  日本製紙㈱、日本大昭和板紙

㈱、㈱クレシア、大昭和北米コ

ーポレーション、サンミック商

事㈱、日本紙パック㈱、日本製

紙ケミカル㈱、日本製紙木材

㈱、四国コカ・コーラボトリン

グ㈱等 

  このうち、㈱旭川グランドホ

テルについては、当連結会計年

度において新たに設立したこと

により連結子会社に含めること

としました。 

  前連結会計年度において連結

子会社であったサンミック千代

田㈱はサンミック商事㈱（十條

商事㈱より商号変更）と、大昭

和カナダは大昭和北米コーポレ

ーションと合併したため、連結

子会社から除外しています。 

  また、大竹紙業㈱は保有株式

の売却により、日本健康管理㈱

は重要性が減少したことによ

り、㈱新陽、サンミック千代田

段ボール㈱、中部段ボール㈱、

㈱三和印刷は会社清算に伴い連

結子会社から除外しています。 

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

  主要な非連結子会社 

  石巻カルボネイト㈱ 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためです。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

  主要な非連結子会社 

  石巻カルボネイト㈱ 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためです。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

  主要な非連結子会社 

  石巻カルボネイト㈱ 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためです。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

０社 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

０社 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

０社 

  (2) 持分法適用の関連会社数 

６社 

  リンテック㈱ 

  ノース・パシフィック・ペー

パー・コーポレーション 

  大昭和・丸紅インターナショ

ナル 

他３社 

(2) 持分法適用の関連会社数 

６社 

  リンテック㈱ 

  ノース・パシフィック・ペー

パー・コーポレーション 

  大昭和・丸紅インターナショ

ナル 

他３社 

(2) 持分法適用の関連会社数 

６社 

  リンテック㈱ 

  ノース・パシフィック・ペー

パー・コーポレーション 

  大昭和・丸紅インターナショ

ナル 

他３社 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3) 持分法を適用していない非連

結子会社(石巻カルボネイト㈱

他110社)及び関連会社(十條サ

ーマル他45社)は、それぞれ中

間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外して

います。 

(3) 持分法を適用していない非連

結子会社(石巻カルボネイト㈱

他107社)及び関連会社(十條サ

ーマル他44社)は、それぞれ中

間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外して

います。 

(3) 持分法を適用していない非連

結子会社(石巻カルボネイト㈱

他107社)及び関連会社(十條サ

ーマル他45社)は、それぞれ当

期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外していま

す。 

  (4) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を

使用しています。 

(4)     同左 (4) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しています。 

３ 連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関する事

項 

 連結子会社のうち、海外連結子

会社の中間決算日は６月30日であ

ります。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っていま

す。 

同左  連結子会社のうち、海外連結子

会社の決算日は12月31日でありま

す。 

 連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っています。 

４ 株式移転に伴う資本連

結手続に関する事項 

 日本製紙㈱及び大昭和製紙㈱

は、平成13年３月に株式移転によ

り共同して完全親会社となる㈱日

本ユニパックホールディングを設

立いたしました。 

 この企業結合に関する資本連結

手続は「株式交換及び株式移転制

度を利用して完全親子会社関係を

創設する場合の資本連結手続」

(日本公認会計士協会会計制度委

員会研究報告第６号)に準拠して

います。 

 資本連結にあたっては、株式移

転比率等を総合的に考慮して、結

合当事会社のうち日本製紙㈱を取

得会社、大昭和製紙㈱を被取得会

社として識別した結果、日本製紙

㈱及びその連結子会社については

持分プーリング法に準じた方法を

適用し、大昭和製紙㈱及びその連

結子会社についてはパーチェス法

を適用しています。 

 日本製紙㈱及び大昭和製紙㈱

は、平成13年３月30日、株式移転

により共同して完全親会社となる

㈱日本ユニパックホールディング

(平成16年10月１日に商号を「㈱

日本製紙グループ本社」に変更)

を設立いたしました。 

 この企業結合に関する資本連結

手続は「株式交換及び株式移転制

度を利用して完全親子会社関係を

創設する場合の資本連結手続」

(日本公認会計士協会会計制度委

員会研究報告第６号)に準拠して

います。 

 資本連結にあたっては、株式移

転比率等を総合的に考慮して、結

合当事会社のうち日本製紙㈱を取

得会社、大昭和製紙㈱を被取得会

社として識別した結果、日本製紙

㈱及びその連結子会社については

持分プーリング法に準じた方法を

適用し、大昭和製紙㈱及びその連

結子会社についてはパーチェス法

を適用しています。 

同左 

５ 会計処理基準に関する

事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

…償却原価法(定額法) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し売

却原価は移動平均法に

より算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し売却原価は

移動平均法により算

定) 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

   ② デリバティブ 

…時価法 

 ② デリバティブ 

同左 

 ② デリバティブ 

同左 

   ③ 棚卸資産 

…主として移動平均法及び

総平均法による原価法 

 ③ 棚卸資産 

同左 

 ③ 棚卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ① 有形固定資産 

…定率法(連結子会社の一

部定額法) 

 ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては、定額法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

   ② 無形固定資産 

…定額法 

 ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法 

 ② 無形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ② 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しています。 

   過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(７～15

年)による定額法により費用

処理することとしています。 

   数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10～15年)に従い、

主として定額法によりそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしていま

す。 

 ② 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しています。 

   過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５～15

年)による定額法により費用

処理することとしています。 

   数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10～15年)に従い、

主として定額法によりそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしていま

す。 

 ② 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ています。 

   過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５～15

年)による定額法により費用

処理することとしています。 

   数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10～15年)に従い、

主として定額法によりそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしていま

す。 

   ③ 役員退職慰労引当金 

   当社及び連結子会社の一部

は、役員の退職慰労金の支出

に備えて、内規による中間期

末要支給額を計上していま

す。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ③ 役員退職慰労引当金 

   当社及び連結子会社の一部

は、役員の退職慰労金の支出

に備えて、内規による期末要

支給額を計上しています。 

  (4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は在外子会社等の中間決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に

含めて計上しています。 

(4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。なお、在

外子会社等の資産及び負債は在

外子会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上

しています。 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

  国内連結子会社についてはリ

ース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

います。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   主として繰延ヘッジ処理に

よっています。 

   ただし、為替予約等が付さ

れている外貨建金銭債権債務

等のうち、振当処理の要件を

満たすものについては、振当

処理を行っています。 

   また、特例処理の要件を満

たす金利スワップについて

は、特例処理を採用していま

す。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

   …デリバティブ取引(為替

予約取引及び金利スワッ

プ取引) 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ・ヘッジ対象 

   …相場変動等による損失の

可能性があり、相場変動

等が評価に反映されてい

ないもの及びキャッシ

ュ・フローが固定されそ

の変動が回避されるもの 

    

   ③ ヘッジ方針 

   デリバティブ取引は、主と

して為替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジすること

を目的としています。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間における、

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の

累計の両者を比較することに

より評価しています。 

   なお、特例処理の要件を満

たしている金利スワップにつ

いては、中間連結決算日にお

ける有効性の評価を省略して

います。 

   また、為替予約については

予約締結時に、リスク管理方

針に従って米貨建等による同

一金額で同一期日の為替予約

をそれぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の変動

による相関関係は完全に確保

されているので中間連結決算

日における有効性の評価を省

略しています。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間における、

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の

累計の両者を比較することに

より評価しています。 

   なお、特例処理の要件を満

たしている金利スワップにつ

いては、連結決算日における

有効性の評価を省略していま

す。 

   また、為替予約については

予約締結時に、リスク管理方

針に従って米貨建等による同

一金額で同一期日の為替予約

をそれぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の変動

による相関関係は完全に確保

されているので連結決算日に

おける有効性の評価を省略し

ています。 

  (7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

います。 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

６ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キャ

ッシュ・フロー計算書)

における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準）
 当中間連結会計期間より「固定資産
の減損に係る会計基準」（「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年
８月９日））および「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第６号 平成15年10月
31日）を適用しています。これにより
税金等調整前中間純利益は8,820百万
円減少しています。 
 なお、減損損失累計額については、
改正後の中間連結財務諸表規則に基づ
き、当該各資産の金額から直接控除し
ています。 

    ―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結貸借対照表関係) 

 前中間連結会計期間まで流動負債「その他」に含めて

表示していた「一年以内償還予定社債」は、表示を明瞭

にするため、区分掲記することにしました。 

 なお、前中間連結会計期間の流動負債「その他」に含

まれている「一年以内償還予定社債」は65,000百万円で

す。 

 また、前中間連結会計期間まで流動負債「その他」に

含めて表示していた「未払金」、「コマーシャル・ペー

パー」は、負債、少数株主持分及び資本の合計額の100

分の５を超えたため、区分掲記することにしました。 

 なお、前中間連結会計期間の流動負債「その他」に含

まれている「未払金」は77,563百万円、「コマーシャ

ル・ペーパー」は71,000百万円です。 

       ―――――――――― 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間まで特別損失「その他」に含めて

表示していた「特別退職金」と「投資有価証券売却損」

は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、区分掲

記することにしました。 

 なお、前中間連結会計期間の特別損失「その他」に含

まれている「特別退職金」は340百万円、「投資有価証

券売却損」は10百万円です。 

       ―――――――――― 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシュ・

フロー「その他」に含めて表示していた「特別退職金」

と「投資有価証券売却損」は、金額的重要性が増したた

め、区分掲記することにしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「特別退職金」は340百

万円、「投資有価証券売却損」は10百万円です。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間まで財務活動によるキャッシュ・

フロー「その他」に含めて表示していた「自己株式の取

得による支出」は、金額的重要性が増したため、区分掲

記することにしました。これに伴い「自己株式の売却に

よる収入」も区分掲記することにしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「自己株式の取得による

支出」は△102百万円、「自己株式の売却による収入」

は11百万円です。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 担保資産 

 (1) 次の資産は下記の担保に供し

ています。 

  

  百万円

建物及び 
構築物 

1,868 

土地 1,649 

投資有価 
証券 

2,298 

その他(山林
及び植林) 

574 

計 6,390 

※１ 担保資産 

 (1) 次の資産は下記の担保に供し

ています。 

  

  百万円

建物及び
構築物 

1,748 

土地 1,348 

投資有価
証券 

693 

その他(山林
及び植林) 

574 

計 4,364 

※１ 担保資産 

 (1) 次の資産は下記の担保に供し

ています。 

  百万円

建物及び
構築物 

1,806 

土地 1,373 

投資有価
証券 

470 

その他(山林
及び植林) 

574 

計 4,224 

  百万円

支払手形 
及び買掛金 

39 

長期借入金 
(含む１年 
以内返済) 

1,444 

計 1,483 

  百万円

支払手形
及び買掛金 

42 

長期借入金
(含む１年 
以内返済) 

1,095 

計 1,137 

  百万円

支払手形
及び買掛金 

82 

長期借入金 
(含む１年 
以内返済) 

1,309 

計 1,392 

 (2) 次の資産は工場財団として下

記の担保に供しています。 

  百万円

建物及び 
構築物 

86,878 

機械装置 
及び運搬具 

246,024 

土地 115,587 

その他 304 

計 448,794 

    

  百万円

長期借入金 
(含む１年 
以内返済) 

113,118 

計 113,118 

 (2) 次の資産は工場財団として下

記の担保に供しています。 

  百万円

建物及び
構築物 

82,917 

機械装置
及び運搬具 

235,137 

土地 121,141 

その他 259 

計 439,456 

    

  百万円

長期借入金
(含む１年 
以内返済) 

74,682 

計 74,682 

 (2) 次の資産は工場財団として下

記の担保に供しています。 

  百万円

建物及び
構築物 

84,851 

機械装置
及び運搬具 

243,091 

土地 115,965 

その他 276 

計 444,185 

    

  百万円

長期借入金 
(含む１年 
以内返済) 

94,566 

計 94,566 



  

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 ２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入等に対し、債務保証

を行っています。 

  ( )内は連結会社負担額です。 

  百万円 百万円

大昭和・丸紅 
インター 
ナショナル 

16,791 (16,791)

従業員 
(住宅融資) 6,916 (6,916)

日伯紙パルプ 
資源開発㈱ 3,429 (691)

TREE FARM  
FINANCE CHILE 2,498 (2,498)

Nippon Paper 
Treefarm 1,910 (1,910)

その他 3,000 (2,367)

計 34,547 (31,175)

 ２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入等に対し、債務保証

を行っています。 

  ( )内は連結会社負担額です。 

  百万円 百万円

大昭和・丸紅
インター 
ナショナル 

19,511 (19,511)

従業員
(住宅融資) 7,417 (7,417)

JUJO  THERMAL 
Oy 2,722 (1,135)

TREE FARM 
FINANCE CHILE

2,263 (2,263)

Nippon Paper
Treefarm 2,064 (2,064)

日伯紙パルプ
資源開発㈱ 1,748 (352)

その他 3,327 (2,535)

計 39,054 (35,279)

 ２ 保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入等に対し、債務保証

を行っています。 

  ( )内は連結会社負担額です。 

  百万円 百万円

大昭和・丸紅 
インター 
ナショナル 

16,851 (16,851)

従業員
(住宅融資) 7,167 (7,167)

日伯紙パルプ 
資源開発㈱ 2,487 (501)

TREE FARM  
FINANCE CHILE 2,147 (2,147)

Nippon Paper 
Treefarm 1,989 (1,989)

その他 3,407 (2,662)

計 34,050 (31,320)

 ３ 裏書手形残高 84百万円  ３    ――――   ３    ――――  

 ４ 貸出コミットメント(貸手側) 

  当社連結子会社(日本製紙株式

会社)は、非連結子会社との間に

貸出コミットメント契約を締結し

ています。当契約に係る貸出未実

行残高は次のとおりです。 

 貸出コミット 

 メントの総額 
2,140百万円

 貸出実行残高 1,885 

 差引額 254 

 ４ 貸出コミットメント(貸手側) 

  当社連結子会社(日本製紙株式

会社)は、非連結子会社との間に

貸出コミットメント契約を締結し

ています。当契約に係る貸出未実

行残高は次のとおりです。 

 貸出コミット 

 メントの総額 
2,480百万円

 貸出実行残高 2,073

 差引額 406

 ４ 貸出コミットメント(貸手側) 

  当社連結子会社(日本製紙株式

会社)は、非連結子会社との間に

貸出コミットメント契約を締結し

ています。当契約に係る貸出未実

行残高は次のとおりです。 

 貸出コミット 

 メントの総額 
2,310百万円

 貸出実行残高 2,059 

 差引額 250 

 ５ 貸出コミットメント(借手側) 

  当社は、運転資金の効率的な運

用を行うため取引銀行と貸出コミ

ットメント契約を締結していま

す。当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る借入

未実行残高は次のとおりです。 

 貸出コミット 

 メントの総額 
50,000百万円

 借入実行残高 ― 

 差引額 50,000 

 ５ 貸出コミットメント(借手側) 

  当社は、運転資金の効率的な運

用を行うため取引銀行と貸出コミ

ットメント契約を締結していま

す。当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る借入

未実行残高は次のとおりです。 

 貸出コミット 

 メントの総額 
50,000百万円

 借入実行残高 ―

 差引額 50,000

 ５ 貸出コミットメント(借手側) 

  当社は、運転資金の効率的な運

用を行うため取引銀行と貸出コミ

ットメント契約を締結していま

す。当連結会計年度末における貸

出コミットメントに係る借入未実

行残高は次のとおりです。 

 貸出コミット 

 メントの総額 
50,000百万円

 借入実行残高 ― 

 差引額 50,000 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 退職給付引当金繰入額2,629

百万円を含みます。 

※１ 退職給付引当金繰入額2,005

百万円を含みます。 

※１ 退職給付引当金繰入額5,252

百万円を含みます。 

※２ 役員退職慰労引当金繰入額

355百万円を含みます。 

※２ 役員退職慰労引当金繰入額

280百万円を含みます。 

※２ 役員退職慰労引当金繰入額

705百万円を含みます。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※３ 減価償却費2,812百万円を含

みます。 

※３ 減価償却費2,666百万円を含

みます。 

※３ 減価償却費5,784百万円を含

みます。 

※４ 固定資産売却益は、土地

11,216百万円その他によるもので

す。 

※４ 固定資産売却益は、土地814

百万円その他によるものです。 

※４ 固定資産売却益は、土地

13,759百万円その他によるもので

す。 

※５ 固定資産除却損は、機械装置

及び運搬具2,058百万円その他に

よるものです。 

※５ 固定資産除却損は、機械装置

及び運搬具1,235百万円、建物及

び構築物493百万円その他による

ものです。 

※５ 固定資産除却損は、機械装置

及び運搬具6,028百万円その他に

よるものです。 

※６   ―――――― ※６   ―――――― ※６ 固定資産売却損は、土地

2,345百万円その他によるもので

す。 

※７   ―――――― ※７ 減損損失 

  当中間連結会計期間において当

社グループは以下の資産について

減損損失を計上しました。 
              （百万円） 

  当社グループは、減損の兆候を

判定するにあたり、事業用資産は

主として生産拠点である工場単

位、賃貸資産及び遊休資産は個別

物件単位で資産のグルーピングを

実施しています。賃貸資産の回収

可能価額は、将来キャッシュ・フ

ローを1.7％で割り引いた使用価

値により算定しています。また、

遊休資産の回収可能価額は、重要

性の高いものについては第三者に

よる鑑定評価額、それ以外のもの

については主として相続税評価額

に基づいた正味売却価額により算

定しています。 

  その結果、当中間連結会計期間

において将来における具体的な使

用計画がない遊休資産及び収益性

が低下した賃貸資産について減損

損失8,820百万円を特別損失に計

上しました。その内訳は土地

7,373百万円、建物及び構築物

1,014百万円、機械装置320百万

円、無形固定資産111百万円で

す。 

場所 種類
減損

損失 
備考

茨城県 
ひたち 
なか市 
他 

土地 5,827
遊休

資産 

建 物 及 び 構 築

物、機械装置、

無形固定資産 
1,447

遊休

資産 

埼玉県 
蓮田市 
他 

土地 1,545
賃貸

資産 

     計 8,820

※７   ―――――― 



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※８ 事業再編損失 

  事業再編損失の内容は次のとお

りであります。 

物流事業再編に 
係る損失 

1,426百万円

木材事業再編に 
係る損失 

915 

住宅事業再編に 
係る損失 

835 

段ボール事業再編 
に係る損失 

563 

計 3,739 

※８   ―――――― ※８ 事業再編損失 

  事業再編損失の内訳は次のとお

りであります。 

  

木材・建材事業
再編に係る損失 

1,830百万円

物流事業
再編に係る損失 

1,420 

段ボール事業
再編に係る損失 

1,409 

その他 337 

計 4,997 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 14,930百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△178 

現金及び 
現金同等物 

14,751 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 15,373百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△155

現金及び 
現金同等物 

15,218

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 18,349百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△167 

現金及び
現金同等物 

18,181 



(リース取引関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 借手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

その他(工
具器具及
び備品等) 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 5,890 3,793 9,684

減価償却 
累計額 
相当額 

3,102 1,944 5,046

中間期末 
残高 
相当額 

2,788 1,848 4,637

１ 借手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他(工
具器具及
び備品等)
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 5,319 3,535 8,855

減価償却 
累計額 
相当額 

3,122 1,845 4,967

中間期末 
残高 
相当額 

2,197 1,690 3,888

１ 借手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他(工
具器具及
び備品等) 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 5,475 3,788 9,264

減価償却
累計額 
相当額 

2,997 1,955 4,952

期末残高
相当額 2,478 1,833 4,312

なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しています。 

同左 なお、取得価額相当額は、

未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定

しています。 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

なお、未経過リース料中間

期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しています。 

１年以内 1,476百万円

１年超 3,382 

合計 4,859 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

同左 

１年以内 1,686百万円

１年超 4,356

合計 6,042

② 未経過リース料期末残高相

当額 

なお、未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定していま

す。 

１年以内 1,440百万円

１年超 3,075 

合計 4,516 

③ 支払リース料(減価償却費

相当額) 

819百万円 

③ 支払リース料(減価償却費

相当額) 

757百万円 

③ 支払リース料(減価償却費

相当額) 

1,591百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

 (2) オペレーティング・リース取

引 

① 未経過リース料 

１年以内 840百万円

１年超 455 

合計 1,296 

 (2) オペレーティング・リース取

引 

① 未経過リース料 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

１年以内 1,175百万円

１年超 283

合計 1,459

 (2) オペレーティング・リース取

引 

① 未経過リース料 

１年以内 1,449百万円

１年超 777 

合計 2,227 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 貸手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び中間期末

残高 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

その他 
(工具器具 
及び備品) 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額 18 102 120

減価償却 
累計額 17 97 115

中間期末 
残高 1 4 5

２ 貸手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び中間期末

残高 

  

その他
(工具器具 
及び備品) 
(百万円) 

合計
(百万円) 

取得価額 5 5

減価償却 
累計額 4 4

中間期末 
残高 1 1

２ 貸手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額及び期末残高 

  

その他 
(工具器具 
及び備品) 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額 5 5 

減価償却
累計額 3 3 

期末残高 2 2 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

なお、未経過リース料中間

期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が、営業債

権の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利

子込み法により算定してい

ます。 

１年以内 39百万円

１年超 162 

合計 202 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

同左 

１年以内 49百万円

１年超 200

合計 250

② 未経過リース料期末残高相

当額 

なお、未経過リース料期末

残高及び見積残存価額の残

高の合計額が、営業債権の

期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法

により算定しています。 

１年以内 36百万円

１年超 144 

合計 181 

③ 受取リース料 

8百万円 

③ 受取リース料 

0百万円 

③ 受取リース料 

12百万円 

④ 減価償却費 

8百万円 

④ 減価償却費 

0百万円 

④ 減価償却費 

12百万円 

 (2) オペレーティング・リース取

引 

① 未経過リース料 

１年以内 33百万円

１年超 57 

合計 91 

 (2) オペレーティング・リース取

引 

① 未経過リース料 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

１年以内 27百万円

１年超 45

合計 73

 (2) オペレーティング・リース取

引 

① 未経過リース料 

１年以内 33百万円

１年超 57 

合計 91 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について95百万円減損処理を行っています。なお、減損処

理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30％～50％程

度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行っていま

す。 

  

３ 時価のない主な有価証券 

  

  

区分 
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

国債・地方債 280 280 0

社債 100 100 0

合計 380 381 0

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 33,246 53,788 20,541

債券  

 社債 1,858 2,763 905

合計 35,104 56,551 21,447

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 32,127

その他 1,002

合計 33,130



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について9百万円減損処理を行っています。なお、減損処理

にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30％～50％程度

下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行っています。 

  

３ 時価のない主な有価証券 

  

  

区分 
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

国債・地方債 270 270 0

社債 100 99 △         0

合計 370 370 0

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 30,026 58,429 28,403

合計 30,026 58,429 28,403

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

満期保有目的の債券 

 非上場債券 126

小計 126

その他有価証券 

非上場株式 31,774

その他 1,002

小計 32,777

合計 32,903



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について126百万円減損処理を行っています。なお、減損処理に

あたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30％～50％程度下落し

た場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行っています。 

  

３ 時価のない主な有価証券 

  

  

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

国債・地方債 280 280 0

社債 100 100 0

合計 380 381 1

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

株式 30,196 51,905 21,708

合計 30,196 51,905 21,708

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

満期保有目的の債券 

 非上場債券 175

小計 175

その他有価証券 

 非上場株式 32,229

 その他 1,002

小計 33,232

合計 33,407



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法  当該契約を締結している金融機関から提示された価格によっています。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載対象から除いています。 

  

  

前へ     

対象物の 
種類 取引の種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

金利 スワップ取引        

  
 受取固定・ 
 支払変動 5,000 99 99 1,500 39 39 3,500 72 72

  キャップ取引        

   買建 5,000 ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― 99 ― ― 39 ― ― 72



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は製品の製造方法及び種類・性質等の類似性を考慮して区分しました。 

２ 各事業区分の主要製品 

紙・パルプ事業…………………洋紙、板紙、家庭紙、パルプ、製紙原料 

紙関連事業………………………紙加工品、段ボール、化成品 

木材・建材・土木関連事業……木材、建材、土木建築 

その他の事業……………………飲料、運送業、レジャー事業、その他 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は製品の製造方法及び種類・性質等の類似性を考慮して区分しました。 

２ 各事業区分の主要製品 

紙・パルプ事業…………………洋紙、板紙、家庭紙、パルプ、製紙原料 

紙関連事業………………………紙加工品、段ボール、化成品 

木材・建材・土木関連事業……木材、建材、土木建築 

その他の事業……………………飲料、運送業、レジャー事業、電気供給、その他 

  

  
紙・パルプ
事業 
(百万円) 

紙関連事業
(百万円) 

木材・建材
・土木 
関連事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

443,807 64,447 48,318 41,185 597,759 ― 597,759

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6,125 4,170 20,552 19,167 50,015 (50,015) ―

計 449,933 68,617 68,870 60,352 647,775 (50,015) 597,759

営業費用 424,747 63,827 67,730 57,068 613,373 (50,015) 563,358

営業利益 25,186 4,790 1,140 3,284 34,401 ― 34,401

  
紙・パルプ
事業 
(百万円) 

紙関連事業
(百万円) 

木材・建材
・土木 
関連事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益      

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

424,567 62,960 45,411 45,223 578,163 ― 578,163

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6,094 4,477 19,083 19,171 48,827 (48,827) ―

計 430,662 67,438 64,494 64,394 626,990 (48,827) 578,163

営業費用 408,371 63,487 63,517 60,973 596,349 (48,827) 547,522

営業利益 22,290 3,951 977 3,420 30,640 ― 30,640



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は製品の製造方法及び種類・性質等の類似性を考慮して区分しました。 

２ 各事業区分の主要製品 

紙・パルプ事業…………………洋紙、板紙、家庭紙、パルプ、製紙原料 

紙関連事業………………………紙加工品、段ボール、化成品 

木材・建材・土木関連事業……木材、建材、土木建築 

その他の事業……………………飲料、運送業、レジャー事業、電気供給、その他 

  

（当中間連結会計期間および前連結会計年度に関する追加情報） 

    平成16年10月より日本製紙㈱の電気供給事業が営業を開始したことに伴い重要性が増したため、従来「紙・パルプ事業」に

含めていた電気供給事業を「その他の事業」に変更しております。 

    当該変更に伴い、当中間連結会計期間および前連結会計年度において用いた事業区分の方法により前中間連結会計期間のセ

グメント情報を記載すると下記のとおりとなります。 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

  

  
紙・パルプ
事業 
(百万円) 

紙関連事業
(百万円) 

木材・建材
・土木 
関連事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

870,360 126,592 95,236 87,506 1,179,696 ― 1,179,696

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

12,801 8,954 38,726 38,373 98,855 (98,855) ―

計 883,161 135,547 133,963 125,880 1,278,552 (98,855) 1,179,696

営業費用 835,891 127,261 131,624 118,543 1,213,320 (98,855) 1,114,464

営業利益 47,269 8,286 2,339 7,336 65,231 ― 65,231

  
紙・パルプ
事業 
(百万円) 

紙関連事業
(百万円) 

木材・建材
・土木 
関連事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

440,848 64,447 48,318 44,144 597,759 ― 597,759

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6,125 4,170 20,552 19,362 50,211 (50,211) ―

計 446,974 68,617 68,870 63,507 647,970 (50,211) 597,759

営業費用 422,540 63,827 67,730 59,471 613,569 (50,211) 563,358

営業利益 24,434 4,790 1,140 4,036 34,401 ― 34,401



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計額に占め

る「日本」の割合がいずれも90％を超えるため、記載を省略しました。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未満で

あるため、記載を省略しました。 

  

(１株当たり情報) 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りで
す。 

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 395,339円21銭 １株当たり純資産額 409,526円80銭 １株当たり純資産額 404,369円11銭

１株当たり 
中間純利益金額 

9,484円27銭
１株当たり 
中間純利益金額 

3,190円50銭
１株当たり
当期純利益金額 

21,996円96銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益金額 

9,103円25銭
潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益金額 

3,073円59銭
潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益金額 

21,107円50銭

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益(百万円) 10,384 3,476 24,350

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― 268

(うち利益処分による 
役員賞与金) 

(―) (―) (268)

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円) 

10,384 3,476 24,082

普通株式の期中平均株式数
(株) 

1,094,937.62 1,089,581.01 1,094,820.37

   
潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額 
(百万円) 

20 20 40

(うち支払利息(税額相当額
控除後))(百万円) 

(18) (18) (36)

(うち管理委託事務等手数
料(税額相当額控除後)) 
(百万円) 

(1) (1) (3)

普通株式増加数(株) 48,062.02 48,062.02 48,062.02
(うち転換社債) (48,062.02) (48,062.02) (48,062.02)



(重要な後発事象) 

  
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
――――――― 

――――――― 社債の発行 

当社は平成17年3月28日開催の取

締役会決議に基づき第６回無担保社

債（日本製紙株式会社保証付）200

億円を平成17年4月25日に発行いた

しました。 

(1) 社債の
名称 

株式会社日本製紙グループ
本社第６回無担保社債 
(日本製紙株式会社保証付) 

(2) 発行額 200億円 

(3) 金利 年1.10％ 

(4) 発行
価額 

額面100円につき100円 

(5) 発行日 平成17年４月25日 

(6) 償還
期限 

平成24年４月25日(７年債) 

      



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   11   1,714 11   

２ 関係会社短期貸付金   343,435   115,500 343,900   

３ 繰延税金資産   28   20 61   

４ その他   1,720   1,541 2,742   

流動資産合計    345,194 35.2 118,776 18.0   346,715 35.6

Ⅱ 固定資産           

１ 投資その他の資産          

(1) 関係会社株式   420,861   420,861 420,861   

(2) 関係会社 
  長期貸付金   215,000   120,000 205,000   

(3) 繰延税金資産   79   17 112   

投資その他の資産 
合計   635,940   540,878 625,973   

固定資産合計    635,940 64.8 540,878 82.0   625,973 64.4

Ⅲ 繰延資産          

１ 創立費   67   ― ―   

繰延資産合計    67 0.0 ― ―   ― ―

資産合計    981,202 100.0 659,654 100.0   972,689 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 短期借入金   264,742   18,009 253,472   

２ 一年以内償還 
転換社債   ―   31,000 31,000   

３ コマーシャル・ 
  ペーパー   84,000   85,500 66,000   

４ その他 ※1 1,114   782 1,596   

流動負債合計    349,856 35.7 135,292 20.5   352,068 36.2

Ⅱ 固定負債          

１ 社債   100,000   120,000 100,000   

２ 転換社債   31,000   ― ―   

３ 長期借入金   85,000   ― 105,000   

４ 役員退職慰労引当金   193   40 276   

固定負債合計    216,193 22.0 120,040 18.2   205,276 21.1

負債合計    566,050 57.7 255,333 38.7   557,344 57.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    55,730 5.7 55,730 8.5   55,730 5.7

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   312,968   312,968 312,968   

２ その他資本剰余金   42,999   42,991 42,995   

資本剰余金合計    355,967 36.3 355,960 54.0   355,964 36.6

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   432   432 432   

２ 中間(当期)未処分 
  利益   8,406   9,054 8,731   

利益剰余金合計    8,838 0.9 9,486 1.4   9,163 0.9

Ⅳ 自己株式    △5,384 △0.6 △16,856 △2.6   △5,512 △0.5

資本合計    415,152 42.3 404,321 61.3   415,344 42.7

負債・資本合計    981,202 100.0 659,654 100.0   972,689 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益    5,220 100.0 5,540 100.0   11,362 100.0

Ⅱ 一般管理費    626 12.0 477 8.6   1,236 10.9

  営業利益    4,594 88.0 5,062 91.4   10,125 89.1

Ⅲ 営業外収益 ※1  1,532 29.3 1,127 20.3   3,074 27.1

Ⅳ 営業外費用 ※2  1,615 30.9 1,156 20.9   3,254 28.7

  経常利益    4,511 86.4 5,032 90.8   9,945 87.5

Ⅴ 特別損失    ― ― ― ―   371 3.2

 税引前中間(当期) 
 純利益    4,511 86.4 5,032 90.8   9,573 84.3

 法人税、住民税及び 
 事業税   301   145 723   

 法人税等調整額   55 356 6.8 136 281 5.0 △11 712 6.3

  中間(当期)純利益    4,155 79.6 4,751 85.8   8,861 78.0

 前期繰越利益    
  

4,250 
  

4,302   4,250 

 中間配当額    ― ―   4,380 

 中間(当期)未処分 
 利益    8,406 9,054   8,731 

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準

及び評価方法 

子会社株式 

…移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

２ 繰延資産の処理方法 創立費 

…５年内で毎期均等額を費用処

理する方法によっています。 

――――― 創立費 

…５年内で毎期均等額を費用処

理する方法によっています。 

  社債発行費 

…支出時に全額費用処理してい

ます。 

社債発行費 

           同左 

社債発行費 

      同左 

３ 引当金の計上基準 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規による中間期末要支給額

を計上しています。 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規による期末要支給額を計

上しています。 

４ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

当中間会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

前事業年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその他

に含めて表示しております。 

※１ 消費税等の取扱い 

同左 

※１    ――――― 
  

 ２ 貸出コミットメント(借手側) 

  当社は、運転資金の効率的な運

用を行うため取引銀行と貸出コミ

ットメント契約を締結していま

す。当中間会計期間末における貸

出コミットメントに係る借入未実

行残高は次のとおりです。 
貸出コミット 
メントの総額 

50,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 50,000百万円

 ２ 貸出コミットメント(借手側) 

  当社は、運転資金の効率的な運

用を行うため取引銀行と貸出コミ

ットメント契約を締結していま

す。当中間会計期間末における貸

出コミットメントに係る借入未実

行残高は次のとおりです。 
貸出コミット
メントの総額 

50,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 50,000百万円

 ２ 貸出コミットメント(借手側) 

  当社は、運転資金の効率的な運

用を行うため取引銀行と貸出コミ

ットメント契約を締結していま

す。当事業年度末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残

高は次のとおりです。 
貸出コミット
メントの総額 

50,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 50,000百万円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,305百万円

受取手数料 223百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 954百万円

受取手数料 168百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,794百万円

受取手数料 276百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 936百万円

社債利息 377百万円

創立費償却 67百万円

社債発行費 163百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 461百万円

社債利息 505百万円

社債発行費 115百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 2,018百万円

社債利息 791百万円

創立費償却 135百万円

社債発行費 163百万円



(１株当たり情報) 
  

 (注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りで
す。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 379,053円69銭 １株当たり純資産額 378,816円88銭 １株当たり純資産額 379,283円35銭

１株当たり 
中間純利益金額 

3,794円00銭
１株当たり 
中間純利益金額 

4,359円68銭
１株当たり
当期純利益金額 

8,046円48銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益金額 

3,652円30銭
潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益金額 

4,193円42銭
潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益金額 

7,743円78銭

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益(百万円) 4,155 4,751 8,861

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― 49

(うち利益処分による役員
賞与金) 

(―) (―) (49)

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円) 

4,155 4,751 8,812

普通株式の期中平均株式数
(株) 

1,095,320.10 1,089,964.06 1,095,202.80

   

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額 
(百万円) 

20 20 40

(うち支払利息(税額相当額
控除後))(百万円) 

(18) (18) (36)

(うち管理委託事務等手数
料(税額相当額控除後)) 
(百万円) 

(1) (1) (3)

普通株式増加数(株) 48,062.02 48,062.02 48,062.02
(うち転換社債) (48,062.02) (48,062.02) (48,062.02)



(重要な後発事象) 
  

  

(2) 【その他】 

平成17年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当の金額………………………………………………………4,269百万円 

(2) 一株当たりの金額…………………………………………………………………4,000円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………………………………………平成17年12月１日 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

社債の発行 

当社は、平成17年３月28日開催の

取締役会決議に基づき第６回無担保

社債(日本製紙株式会社保証付)200億

円を平成17年４月25日に発行いたし

ました。 

(1) 社債の名称

株式会社日本製紙グ
ループ本社第６回無
担保社債(日本製紙株
式会社保証付) 

(2) 発行額 200億円 

(3) 金利 年1.10％ 

(4) 発行価額 額面100円につき100円 

(5) 発行日 平成17年４月25日 

(6) 償還期限
平成24年４月25日 

(７年債) 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(１) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第５期) 

  
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(２) 
  

訂正発行登録書 
及びその添付書類 

  
  
  

  
  
  

  
平成17年４月６日 
関東財務局長に提出。 

(３) 
  

発行登録追補書類 
及びその添付書類 

  
  
  

  
  
  

  
平成17年４月８日 
関東財務局長に提出。 

(４) 
  

訂正発行登録書 
  

  
  
  

  
  
  

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(５) 
  

訂正発行登録書 
  

  
  
  

  
  
  

  
平成17年７月20日 
関東財務局長に提出。 

(６) 
  

臨時報告書 
  

  
  
  

  
  
  

  
平成17年７月20日 
関東財務局長に提出。 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動） 
   の規定に基づく臨時報告書です。 
  

(７) 
  

自己株券買付状況 
報告書 

  
  
  

  
  
  

  
平成17年８月12日 
関東財務局長に提出。 

(８) 
  

自己株券買付状況 
報告書の訂正報告書   

平成17年８月12日提出の自己株券買
付状況報告書に係る訂正報告書で
す。 

  
平成17年９月14日 
関東財務局長に提出。 

(９) 
  

自己株券買付状況 
報告書 

  
  
  

  
  
  

  
平成17年９月14日 
関東財務局長に提出。 

(10) 
  

自己株券買付状況 
報告書 

  
  
  

  
  
  

  
平成17年10月13日 
関東財務局長に提出。 

(11) 
  

自己株券買付状況 
報告書 

  
  
  

  
  
  

  
平成17年11月14日 
関東財務局長に提出。 

(12) 
  

自己株券買付状況 
報告書 

  
  
  

  
  
  

  
平成17年12月14日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

第１ 【保証会社情報】 

１ 【保証の対象となっている社債】 

  

 (注) 株式会社日本ユニパックホールディングは、平成16年10月１日付で株式会社日本製紙グループ本社へ商号変更しています。

  

２ 【継続開示会社たる保証会社に関する事項】 

(1) 【保証会社が提出した書類】 

保証会社である日本製紙株式会社の、直近の事業年度に係る書類の提出実績は以下のとおりです。 

① 【有価証券報告書及びその添付書類又は半期報告書】 

事業年度 第81期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

平成17年６月29日 関東財務局長に提出 

事業年度 第82期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

平成17年12月16日 関東財務局長に提出 

社債の名称 

株式会社日本ユニ
パックホールディ

ング 
第１回無担保社債 
(日本製紙株式会社

保証付) 

株式会社日本ユニ
パックホールディ

ング 
第２回無担保社債
(日本製紙株式会社

保証付) 

株式会社日本ユニ
パックホールディ

ング 
第３回無担保社債
(日本製紙株式会社

保証付) 

株式会社日本ユニ
パックホールディ

ング 
第４回無担保社債
(日本製紙株式会社

保証付) 

株式会社日本ユニ
パックホールディ

ング 
第５回無担保社債 
(日本製紙株式会社

保証付) 

発行年月 平成15年５月14日 平成15年５月14日 平成15年11月14日 平成15年11月14日 平成16年５月14日 

券面総額 200億円 200億円 200億円 100億円 300億円 

償還額 200億円 200億円 200億円 100億円 300億円 

提出会社の当
該半期末現在
の未償還額 

200億円 200億円 200億円 100億円 300億円 

上場証券取引
所又は登録証
券業協会 

上場及び登録はし
ておりません 

上場及び登録はし
ておりません 

上場及び登録はし
ておりません 

上場及び登録はし
ておりません 

上場及び登録はし
ておりません 

        

社債の名称 

株式会社日本製紙
グループ本社 
第６回無担保社債 
(日本製紙株式会社

保証付) 

    

発行年月 平成17年４月25日     

券面総額 200億円     

償還額 200億円     

提出会社の当
該半期末現在
の未償還額 

200億円     

上場証券取引
所又は登録証
券業協会 

上場及び登録はし
ておりません 

    



(2) 【上記書類を縦覧に供している場所】 

  

３ 【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

  

第２ 【保証会社以外の会社の情報】 

該当事項はありません。 

  

  

第３ 【指数等の情報】 

該当事項はありません。 

  

名称   所在地 

日本製紙株式会社本社   東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 

株式会社東京証券取引所   東京都中央区日本橋兜町２番１号 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

株式会社日本製紙グループ本社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日本製紙グループ本社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社日本製紙グループ本社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  森  川  好  弘  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  青  木  俊  人  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  千  葉     彰  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

株式会社日本製紙グループ本社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日本製紙グループ本社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社日本製紙グループ本社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期

間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  青  木  俊  人  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  千  葉     彰  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  打  越     隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

株式会社日本製紙グループ本社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日本製紙グループ本社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第５期事業年度の中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社日本製紙グループ本社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  森  川  好  弘  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  青  木  俊  人  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  千  葉     彰  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

株式会社日本製紙グループ本社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日本製紙グループ本社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第６期事業年度の中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社日本製紙グループ本社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  青  木  俊  人  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  千  葉     彰  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  打  越     隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

ます。 
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